
（様式５） 最終更新日：令和３年３月１９日

自己説明 証憑書類

1

［原則1］組織運営等に

関する基本計画を策定し

公表すべきである

（1）組織運営に関する中長期基本計

画を策定し公表すること

【審査基準（1）について】

・中期経営計画を策定するための当協会内のリソースが不足していたことからこれまで策定していなかった。

・スポーツ団体ガバナンスコードを受けて検討に着手しており、次の予定で検討作業を遂行中である。

　　2021年9月：案について理事会で議論

　　2021年12月：案について理事会で確認後、正会員、委員、職員等に意見招請実施

　　2022年3月：理事会にて決定

【審査基準（2）について】

・中長期計画の理事会での決定後、ただちに公式ウェブサイトで公表する予定である。

【審査基準（3）について】

・理事会に案を提示し、理事からの意見を募る予定である。

・正会員、委員、職員に案を提示し、意見を募る予定である。

なし

2

［原則1］組織運営等に

関する基本計画を策定し

公表すべきである

（2）組織運営の強化に関する人材の

採用及び育成に関する計画を策定し公

表すること

【審査基準（1）について】

・中期経営計画の中に、人材に関する計画を含めることとしている。

・中期経営計画の検討の中に含まれるため、検討状況は審査項目通し番号1のとおりであり、次の予定で検討作業

を遂行中である。

　　2021年9月：案について理事会で議論

　　2021年12月：案について理事会で確認後、正会員、委員、職員等に意見招請実施

　　2022年3月：理事会にて決定

【審査基準（2）について】

・審査基準（1）と同様。

・人材に関する計画は中期経営計画に含む予定のため、中期経営計画の公表により自ずと人材に関する計画も公表

することになる。

【審査基準（3）について】

・審査基準（1）と同様。

・人材に関する計画は中期経営計画に含む予定のため、中期経営計画に関する意見を募る際には自ずと人材に関す

る計画についても理事、正会員、委員、職員の意見を募ることになる。

なし

公益社団法人日本フェンシング協会　スポーツ団体ガバナンスコード＜中央競技団体向け＞遵守状況の自己説明
審査項目

通し番号
原則 審査項目
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

3

［原則1］組織運営等に

関する基本計画を策定し

公表すべきである

（3）財務の健全性確保に関する計画

を策定し公表すること

【審査基準（1）について】

・財務の健全性確保に向けて2024年度までの財政を展望する「中期財政展望の概要」を2020年5月にとりまとめ

た。

・審査項目通し番号1で記載した中期経営計画の検討とあわせて、次の予定で検討作業を遂行中である。

　　2021年9月：案について理事会で議論

　　2021年12月：案について理事会で確認後、正会員、委員、職員等に意見招請実施

　　2022年3月：理事会にて決定

【審査基準（2）について】

・中期財政計画が決定された場合には、ただちに公表する予定である。

【審査基準（3）について】

・中期財政計画については、中期経営計画と同様に理事、正会員、委員、職員の意見を募る予定である。

なし

4

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

(1) 組織の役員及び評議員の構成等に

おける多様性の確保を図ること

①外部理事の目標割合（25%以上）及

び女性理事の目標割合（40%以上）を

設定するとともに、その達成に向けた

具体的な方策を講じること

【審査基準（1）について】

・外部理事の目標割合は25％であり、現在の外部理事の割合についても25％でありこれを維持する予定である。

・現在理事の選考において「外部」であることを考慮した選考方法になっていない。

・現在、理事の選考方法の見直しを検討中であるが、選考方法の見直しについては理事候補者の選出規程を改定す

る必要がある。この改定にあたっては正会員からの意見を募りながら慎重に検討を進める予定である。2022年8月

にこの規程を改定したうえで、2022年11月に予定されている理事改選時に、見直し後の選考方法によって理事を選

出することを目途としている。

【審査基準（2）について】

・女性理事の目標は40％であり、現在の女性理事の割合は15％である。

・現在理事の選考において「女性」であることを考慮した選考方法になっていない。

・審査基準（1）に記載した外部理事への対応と同様に検討を進めている。

役員名簿

5

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

(1) 組織の役員及び評議員の構成等に

おける多様性の確保を図ること

②評議員会を置くNFにおいては、外

部評議員及び女性評議員の目標割合を

設定するとともに、その達成に向けた

具体的方策を講じること

当法人に「評議員」は存在しないため、本原則は対象外。 なし
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

6

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

（1）組織の役員及び評議員の構成等

における多様性の確保を図ること

③アスリート委員会を設置し、その意

見を組織運営に反映させるための具体

的な方策を講じること

【審査基準（1）について】

・「日本フェンシング・アスリート会議」が設置され、この中に「アスリート委員会」が設置されている。2019年

度にはアスリート委員会は3回開催された。

【審査基準（2）について】

・アスリート委員会の委員の選出については「日本フェンシング・アスリート会議におけるアスリート委員の選挙

に関する規程」に従って実施している。この規程の第4条においてジェンダーバランス、種目別公平性に配慮する

ことを定めている。

【審査基準（3）について】

・「理事候補者の選出規程」の第4条において、日本フェンシング・アスリート会議からの1名の理事候補者を推薦

できることを定めている。総会決議を経て、日本フェンシング・アスリート会議から推薦された者が理事に就いて

いる。

・この理事は、アスリート委員会にオブザーバ参加しており、アスリート委員会の意見が理事会の議論に反映でき

るようにしている。

日本フェンシング・アスリート会

議会則

日本フェンシング・アスリート会

議におけるアスリート委員の選挙

に関する規程

理事候補者の選出規程

7

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

（2）理事会を適正な規模とし、実効

性の確保を図ること

【審査基準（1）について】

・定款第11条において、理事は15名以上20名以内と定められている。

・現在20名の理事により理事会を構成している。

・理事の職業は、企業経営者、公務員、専門職（弁護士、医師）、教育者（大学教員、高校教員）等であり多様性

を確保している。

・2020年度は10月末までの7か月間に理事会を5回開催した。

・適正な規模と評価しているが、今後も継続して適正な規模であるか検証を行い、必要に応じて見直しを図ること

としている。

役員名簿

8

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

（3）役員等の新陳代謝を図る仕組み

を設けること

①理事の就任時の年齢に制限を設ける

こと

【審査基準（1）について】

・現在、理事就任時の年齢に制限を設けていない。

・理事が長期間にわたり在任することによる人的構成の固定化、特定の理事の過度に高い発言力、理事会等での議

論の停滞等は発生していない。

・一方で、一定の年齢に達した場合に退任していただくことも新陳代謝の観点から一般的かつ社会的な要請と考え

られる。

・このため、理事就任時の年齢制限を設ける方向で理事候補者の選出規程を見直すことを検討中であり、2021年3

月までに結論を得る予定である。

理事候補者の選出規程
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

9

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

（3）役員等の新陳代謝を図る仕組み

を設けること

②理事が原則として10年を超えて在

任することがないよう再任回数の上限

を設けること

【審査基準（1）について】

・現在、理事の再任回数に制限を設けていない。

・現理事のうち最大の再任回数は4回である。

・理事が長期間にわたり在任することによる人的構成の固定化、特定の理事の過度に高い発言力、理事会等での議

論の停滞等は発生していない。

・一方で、将来的に弊害が顕在化する可能性を抑えるためには新陳代謝の仕組みの導入が望ましい。

・このため、再任回数の制限を設ける方向で理事候補者の選出規程を見直すことを検討中であり、2021年3月まで

に結論を得る予定である。

理事候補者選出規程

役員名簿

【激変緩和措置（または例外措置）が適用される場合に記入】

・現時点で適用を想定していない。

なし

10

［原則2］適切な組織運

営を確保するための役員

等の体制を整備すべきで

ある。

（4）独立した諮問委員会として役員

候補者選考委員会を設置し、構成員に

有識者を配置すること

【審査基準（1）について】

・現在、役員候補者の選考にあたり、理事会等の他の機関から独立した組織は設置していない。

・審査項目通し番号4に記載した理事の選考方法の見直しと合わせて、理事会等の他の機関から独立した役員候補

者選考委員会を設定する方向で理事候補者の選出規程を見直すことを検討中である。

・2022年8月にこの規程を改定したうえで、2022年11月に予定されている理事改選時に、見直し後の選考方法に

よって理事を選出することを目途としている。

なし

11

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（1）NF及びその役職員その他構成員

が適用対象となる法令を遵守するため

に必要な規程を整備すること

【審査基準（1）について】

・役員については「役員規程」第3条1項において法令を遵守する旨を定めている。

・職員については「就業規則」第4条において当協会の諸規定を遵守する旨を定めている。

・また、役員、日本代表選手、コーチ、トレーナの行動規範を定めており、この中で法令遵守を挙げている。

役員規程

役員等の行動規範

日本代表選手の行動規範

コーチ等の行動規範

トレーナーの行動規範

12

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（2）その他組織運営に必要な規程を

整備すること

①法人の運営に関して必要となる一般

的な規程を整備しているか

【審査基準（1）について】

・当協会の運営に関する規程類を整備している。例えば次の規程類を策定済である。

　・定款

　・社員総会運営規程

　・理事会運営規程

　・役員規程

　・経理規程

　・委員会運営規程

　・登録規程

定款

社員総会運営規程

理事会運営規程

役員規程

経理規程

委員会運営規程

登録規程
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

13

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（2）その他組織運営に必要な規程を

整備すること

②法人の業務に関する規程を整備して

いるか

【審査基準（1）について】

・当協会の業務に関する規程類を整備している。例えば次の規程類を策定済である。

　・リスク管理ガイドライン

　・議事録作成要領

　・公印規程

・また、下記に関する規程類を2022年3月を目途に策定する予定である。

　・文書の取扱・管理に係る規程

　・個人情報の保護に係る規程

　・決裁や稟議の権限、手続き方法等に係る規程

リスク管理ガイドライン

14

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（2）その他組織運営に必要な規程を

整備すること

③法人の役職員の報酬等に関する規程

を整備しているか

【審査基準（1）について】

・役員については、定款第17条のとおり無報酬である。

・職員の給与、退職金については、「給与規程」「退職金規程」を定めている。

・謝金、旅費については、「謝金・旅費支給基準」を定めている。

なし

15

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（2）その他組織運営に必要な規程を

整備すること

④法人の財産に関する規程を整備して

いるか

【審査基準（1）について】

・当協会の財産に関する規程類を整備している。例えば次の規程類を策定済である。

　・定款

　・経理規程

　・特定費用準備資金規程

　・特定資産等取扱規程

　・寄附金等取扱規程

定款

16

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（2）その他組織運営に必要な規程を

整備すること

⑤財政的基盤を整えるための規程を整

備しているか

【審査基準（1）について】

・当協会の財政的基盤を整えるための規程類を整備している。例えば次の規程類を策定済である。

　・協賛（スポンサー）及びマネジメント契約並びに寄付に関する規約

　・選手、コーチ等の肖像権に関する規約

　・広告規定

協賛（スポンサー）及びマネジメ

ント契約並びに寄付に関する規約

選手、コーチ等の肖像権に関する

規約

広告規定
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

17

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（3）代表選手の公平かつ合理的な選

考に関する規程その他選手の権利保護

に関する規程を整備すること

【審査基準（1）について】

・代表選手を公平かつ合理的に選考するために、毎年度具体的な選考方法を「国内ランキング制度について」とし

て公式ウェブサイトで公表している。

https://fencing-jpn.jp/news/23715/

・具体的には、競技会結果に基づくポイントによるものとし、ポイント対象の競技会、競技会ごとのポイント配分

等をあらかじめ明確に示している。

【審査基準（2）について】

・選手等の不服申立規程を整備して選手の権利を保護している。

【審査基準（3）について】

・毎年度の具体的な選考方法については、選手選考委員会により作成し、理事会の承認を得ている。

・選手選考委員会のメンバーは、理事会の承認を得ている。

・選手選考委員会のメンバーの選定方法は明文化されていない。2021年6月を目途に、選手選考委員会についてそ

の委員の構成、選定方法、委員会の権限、選手選考の方法等を定めた規程を新たに作成する予定である。

国内ランキング制度について

選手等の不服申立規程

18

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（4）審判員の公平かつ合理的な選考

に関する規程を整備すること

【審査基準（1）について】

・「審判員規定」を整備しており、この中の別紙において審判員のグレードとその認定要件、審査方法等を具体的

に定めるとともに、グレードごとに審判を実施可能な試合のレベルを設定している。

・当協会が主催する競技会の審判員については、上記を踏まえて当協会のルール・審判委員会が選定している。

・このことによって審判員の公平かつ合理的な選考を行っている。

審判員規定

19

［原則3］組織運営等に

必要な規程を整備すべき

である。

（5）相談内容に応じて適切な弁護士

への相談ルートを確保するなど、専門

家に日常的に相談や問い合わせをでき

る体制を確保すること

【審査基準（1）について】

・弁護士との顧問契約を締結し、弁護士への相談、問い合わせを可能にしている。

・税理士事務所との顧問契約を締結し、会計に係る相談、問い合わせを可能にしている。

【審査基準（2）について】

・役員は、当協会の業務とは別に民間企業、地方自治体等に勤務している、あるいは過去に勤務しており、この中

で法的知識を身に着けている。

・職員は業務遂行上の必要に応じて、研修等を受講することが可能であり、当協会として適切な外部研修のあっせ

ん、受講支援を行っており、今後も継続する予定である。

・2020年度は11月に内閣府が主催するセキュリティ研修を受講した。

なし

6/13



自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

20

［原則4］コンプライア

ンス委員会を設置すべき

である。

（1）コンプライアンス委員会を設置

し運営すること

【審査基準（1）について】

・コンプライアンスを担当する委員会として「法務委員会」を設置している。法務委員会は、電子メールをベース

に意見交換等をしている。議事録は作成していない。

・法務委員会について対面での委員会開催、議事録作成を義務付ける規程を2021年6月を目途に策定する予定であ

る。

【審査基準（2）について】

・法務委員会の作業計画は毎年度の総会で承認されており、この計画にのっとった作業を遂行している。

・法務委員会の権限と役割について、(1)に記載した規程に含める予定である。また、役割としてはコンプライアン

ス強化に係る方針・計画の策定及びその推進。実施状況の点検、リスクの把握を含める予定である。

【審査基準（3）について】

・現在の法務委員会の構成員4名中、女性は2名である。

倫理・懲戒規程

21

［原則4］コンプライア

ンス委員会を設置すべき

である。

（2）コンプライアンス委員会の構成

員に弁護士、公認会計士、学識経験者

等の有識者を配置すること

【審査基準（1）について】

・コンプライアンスを担当する委員会である「法務委員会」の構成員4名中、4名が弁護士である。

なし

22

［原則5］コンプライア

ンス強化のための教育を

実施すべきである

（1）NF役職員向けのコンプライアン

ス教育を実施すること

【審査基準（1）について】

・NF役職員向けコンプライアンス教育を実施するリソースが不足していたことからこれまで実施してこなかった。

・2021年度からの実施に向けて、現在具体的な実施体制、実施内容、実施スケジュール等の実施計画を検討中であ

る。この実施計画は2021年6月を目途に策定する予定である。

なし

23

［原則5］コンプライア

ンス強化のための教育を

実施すべきである

（2）選手及び指導者向けのコンプラ

イアンス教育を実施すること

【審査基準（1）について】

・選手及び指導者向けコンプライアンス教育を実施するリソースが不足していたことからこれまで実施してこな

かった。

・2021年度からの実施に向けて、現在具体的な実施体制、実施内容、実施スケジュール等の実施計画を検討中であ

る。この実施計画は2021年6月を目途に策定する予定である。

なし

7/13



自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

24

［原則5］コンプライア

ンス強化のための教育を

実施すべきである

（3）審判員向けのコンプライアンス

教育を実施すること

【審査基準（1）について】

・審判員のコンプライアンス教育について明文化した計画書は作成していないが、毎年度、全国の審判員が多く集

まる競技会（概ね次の5回。インターハイ、全日本個人戦、国体、全日本団体戦、JOCカップ）における審判会議の

場を活用し、審判員に対する教育を実施しており、今後も継続する予定である。

・各競技会の審判長を、当協会のルール・審判委員会の委員長もしくは委員が担当することとしており、審判長が

教育を行っている。

・教育の内容は、審判員としてのあるべき姿、心構え、注意事項（ルール変更、服装、ジェスチャー等）である。

・必要に応じて国際フェンシング連盟のStatutes（CHAPTER XII - ETHICAL CODEのREFEREES AND JUDGE（定

款第12章倫理規程の「審判員」））、TECHNICAL RULES（Chapter 6. REFEREEING AND JUDGING OF HITS

（競技規則（第6章審判と判定））の箇所を参照して実施している。

なし

25

［原則6］法務、会計等

の体制を構築すべきであ

る

（1）法律、税務、会計等の専門家の

サポートを日常的に受けることができ

る体制を構築すること

【審査基準（1）について】

・専門家のサポートについては、事務局において適宜判断をしてこれを受けている。

【審査基準（2）について】

・弁護士との顧問契約、税理士事務所との顧問契約を締結しており、法律、税務、会計等のサポートを日常的に受

けることを可能にしている。

なし

26

［原則6］法務、会計等

の体制を構築すべきであ

る

（2）財務・経理の処理を適切に行

い、公正な会計原則を遵守すること

【審査基準（1）について】

・監事の指摘・助言を得て、経理規程を整備する等して公平な会計原則を遵守するための業務サイクルを確立して

いる。

【審査基準（2）について】

・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づき適

正のある監事を配置し、業務運営全般に係る監査を受けている。

【審査基準（3）について】

・財務・経理処理において、監事による業務運営の妥当性の確認が行われ、組織の適正性に係る監査報告書を作成

している。

なし

27

［原則6］法務、会計等

の体制を構築すべきであ

る

（3）国庫補助金等の利用に関し、適

正な使用のために求められる法令、ガ

イドライン等を遵守すること

【審査基準（1）について】

・内閣府による助成を受けているが、内閣府の定めにそって適切に処理し、内閣府の監査を受けている。

・JSCによる助成を受けているが、JSCから提示されている要領そって適切に処理し、JSCの監査を受けている。

・経理規程にのっとり、適切な経理処理を行い、その処理方法について監事の監査を受けている。

・倫理・懲戒規程3条(6)により、経理処理に関する不正を違反行為としており処分の対象としている。

倫理・懲戒規程

8/13



自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

28

［原則7］適切な情報開

示を行うべきである。

（1）財務情報等について、法令に基

づく開示を行うこと

【審査基準（1）について】

・財務に関して法令で定められている書類を事務局に常備し、要請に応じて閲覧できる状況を整えている。

・決算書（貸借対照表、正味財産増減計算書等）を公式ウェブサイトで公開している。

http://fencing-jpn.jp/financial_statements/

2020年度（令和2年度）予算

令和元年度決算書

29

［原則7］適切な情報開

示を行うべきである。

（2）法令に基づく開示以外の情報開

示も主体的に行うこと

① 選手選考基準を含む選手選考に関

する情報を開示すること

【審査基準（1）について】

・審査項目通し番号17に記載したとおり、具体的な選考方法について「国内ランキング制度について」として公式

ウェブサイトで公表している。

https://fencing-jpn.jp/news/23715/

・選手のランキング表を適切に更新し公式ウェブサイトで公表している。

http://fencing-jpn.jp/ranking/

国内ランキング制度について

ランキング表

30

［原則7］適切な情報開

示を行うべきである。

（2）法令に基づく開示以外の情報開

示も主体的に行うこと

② ガバナンスコードの遵守状況に関

する情報等を開示すること

【審査基準（1）について】

・2021年3月に公式ウェブサイトで公表した。

なし

31

［原則8］利益相反を適

切に管理すべきである

（1）役職員、選手、指導者等の関連

当事者とNFとの間に生じ得る利益相

反を適切に管理すること

【審査基準（1）について】

・利益相反マネジメント規程を整備している。この第7条において利益相反マネジメントの対象を定義しており、

適切に管理することとなっている。

・この規程では、選手が対象に含まれていないことから見直しを検討中である。2021年6月を目途に策定する予定

である。

【審査基準（2）について】

・審査基準(1)と同様である。

利益相反マネジメント規程

32

［原則8］利益相反を適

切に管理すべきである

（2）利益相反ポリシーを作成するこ

と

【審査基準（1）について】

・利益相反マネジメント規程第4条において基本方針を定めており、これが利益相反ポリシーに相当する。

利益相反マネジメント規程

9/13



自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

33

［原則9］通報制度を構

築すべきである

(1) 通報制度を設けること 【審査基準（1）について】

・通報窓口について、次の通り公式ウェブサイトに周知している。

http://fencing-jpn.jp/contact/　の「２．内部通報窓口」

・通報方法は電子メール、郵送の複数の方法を採用している。

・通報対象は「倫理・懲戒規程」第3条のとおり幅広く設定している。

・事前相談についても対象としている。

・通報を受けてからの対応は「倫理・懲戒規程」に定めるとおりである。

・女性相談員を希望することを可能としている。

【審査基準（2）について】

・「倫理・懲戒規程」第15条において、通報窓口の担当者を含めて関係者に対して職務上知りえた情報を秘密とすることを課している。

【審査基準（3）について】

・「内部通報窓口」の資料において、通報者の個人情報を適切に管理することを明文化している。通報内容に関する情報の取り扱いについても上記のと

おり秘密と位置付けている。これらの情報の具体的な管理方法、管理体制、管理手順についての細則を2022年3月を目途に策定する予定である。

【審査基準（4）について】

・「内部通報窓口」の資料において、通報者が不利益を受けないよう配慮するとともに、不利益等の行為に対して処分することえを明文化している。

【審査基準（5）について】

・役職員に対して、就任時に「倫理・懲戒規程」「内部通報制度」について説明し意識付けを行っている。

倫理・懲戒規程

内部通報制度

34

［原則9］通報制度を構

築すべきである

（2） 通報制度の運用体制は、弁護

士、公認会計士、学識経験者等の有識

者を中心に整備すること

【審査基準（1）について】

・内部通報を受けた後は、「倫理・懲戒規程」にしたがって運用することになる。「倫理・懲戒規程」第11条に定

められている「第三者委員会」は弁護士等有識者によって構成する。

・また、「倫理・懲戒規程」で定められた体制のうち、下記については現在次の資格保有者が就いている。

　　コンプライアンス本部長：弁護士

　　法務委員会：メンバー全員が弁護士

倫理・懲戒規程

35

［原則10］ 懲罰制度を

構築すべきである

（1）懲罰制度における禁止行為、処

分対象者、処分の内容及び処分に至る

までの   手続を定め、周知すること

【審査基準（1）について】

・「倫理・懲戒規程」において第3条（違反行為）、第4条（違反行為に対する処分の種類）、第5条（公正の保

持）、第6条（刑事裁判等との関係）、第7条（懲戒処分と損害賠償）、第8条（違反者の処分の解除・復権）、第9

条（内部通報窓口）、第10条（調査請求）、第11条（第三者委員会）、第12条（処分）において定めている。

【審査基準（2）について】

・「倫理・懲戒規程」を公式webサイトで公表している。

http://fencing-jpn.jp/outline/regulations/

【審査基準（3）について】

・「倫理・懲戒規程」第10条6項において、処分対象者に対して弁明の機会を与えることを定めている。

【審査基準（4）について】

・「倫理・懲戒規程」第12条2項において、処分者に対して書面により通知することを定めている。処分の内容、

処分対象行為、処分の理由、不服申立手続の可否、その手続の期限等書面に含める具体的な通知内容についての細

則を2022年3月を目途に策定する予定である。

倫理・懲戒規程

10/13



自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

36

［原則10］ 懲罰制度を

構築すべきである

（2） 処分審査を行う者は、中立性及

び専門性を有すること

【審査基準（1）について】

・「倫理・懲戒規程」第10条、第12条において、次の体制を定めている。

　会長：処分者

　コンプライアンス本部長：処分案の答申

　法務委員会・倫理委員会：調査・審問

・同じく第13条において、これらの調査等構成員の公正が疑われる場合等の除斥・忌避・回避を定め、中立性を担

保している。

・同じく第11条において第三者委員会による調査・答申を定めており、専門性を担保している。

倫理・懲戒規程

37

［原則11］選手、指導者

等との間の紛争の迅速か

つ適正な解決に取り組む

べきである。

（1）NFにおける懲罰や紛争につい

て、公益財団法人日本スポーツ仲裁機

構によるスポーツ仲裁を利用できるよ

う自動応諾条項を定めること

【審査基準（1）について】

・選手等の懲罰については「倫理・懲戒規程」を定めておりこれそって懲罰を行う。これに対して不服等がある場

合には「選手等の不服申立規程」を定めている。

・この「選手等の不服申立規程」の第2条において自動応諾を定めている。

・なお、「倫理・懲戒規程」「選手等の不服申立規程」については、公式webサイトにおいて公表している。

【審査基準（2）について】

・「選手等の不服申立規程」第2条において、選手選考に関する事項を含めて対象を幅広く定めている。

【審査基準（3）について】

・「選手等の不服申立規程」においては申立期間については特段の制限は設けていない。

倫理・懲戒規程

選手等の不服申立規程

38

［原則11］選手、指導者

等との間の紛争の迅速か

つ適正な解決に取り組む

べきである。

（2）スポーツ仲裁の利用が可能であ

ることを処分対象者に通知すること

【審査基準（1）について】

・「倫理・懲戒規程」第14条、「選手等の不服申立規程」第2条において、スポーツ仲裁機構への不服申立ができ

ることが定められており、これらを公表している。

・処分対象者に対してスポーツ仲裁機構への不服申立が可能であることを通知することは規程類で定められていな

いが、書面による処分の通知に含めることとしている。

倫理・懲戒規程

選手等の不服申立規程
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自己説明 証憑書類

審査項目

通し番号
原則 審査項目

39

［原則12］危機管理及び

不祥事対応体制を構築す

べきである。

（1）有事のための危機管理体制を事

前に構築し、危機管理マニュアルを策

定すること

【審査基準（1）について】

・リスク管理ガイドラインを整備している。

・この中で「第３　リスク管理の体制とアクションリスト」として危機管理の体制を記載している。

【審査基準（2）について】

・リスク管理ガイドラインにおいて作業の概要、流れを記載している。

・リスク対応に係る個別具体的な役割分担、業務フロー、管理する情報等の詳細について、2022年3月を目途に作

成する予定である。

【審査基準（3）について】

・リスク管理ガイドラインにおいて、体罰・暴力、パワーハラスメント・セクシャルハラスメント、ドーピング、

八百長、情報漏洩等の不祥事を対象に含めている。

【審査基準（4）について】

・リスク管理ガイドラインにおいて、「第三者委員会」の設置について記載している。

リスク管理ガイドライン

40

［原則12］危機管理及び

不祥事対応体制を構築す

べきである。

（2）不祥事が発生した場合は、事実

調査、原因究明、責任者の処分及び再

発防止策の提言について検討するため

の調査体制を速やかに構築すること

※審査書類提出時から過去4年以内に

不祥事が発生した場合のみ審査を実施

【審査基準（1）について】

・リスク管理ガイドラインの「第３　リスク管理の体制とアクションリスト」として調査体制を記載している。

・2019年に不祥事と疑われる事案の申立があったが第三者委員会を設置する等して速やかに対応した。

・また、再発防止策については2021年6月を目途び策定する予定である。

・今後再発予防策の策定が必要になった場合の対応の仕組み（再発防止策の検討体制、再発防止策実施の検証体制

等）を検討中であり、2022年3月を目途に導入する予定である。

なし

41

［原則12］危機管理及び

不祥事対応体制を構築す

べきである。

（3）危機管理及び不祥事対応として

外部調査委員会を設置する場合、当該

調査委員会は、独立性・中立性・専門

性を有する外部有識者（弁護士、公認

会計士、学識経験者等）を中心に構成

すること

※審査書類提出時から過去4年以内に

外部調査委員会を設置した場合のみ審

査を実施

【審査基準（1）について】

・審査項目通し番号40に記載した2019年に発生した事案において設置した第三者委員会は、独立性・中立性・専門

性の観点から2名の弁護士によって構成した。

なし

12/13
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42

［原則13］地方組織等に

対するガバナンスの確

保、コンプライアンスの

強化等に係る指導、助言

及び支援を行うべきであ

る。

（1）加盟規程の整備等により地方組

織等との間の権限関係を明確にすると

ともに、地方組織等の組織運営及び業

務執行について適切な指導、助言及び

支援を行うこと

【審査基準（1）について】

・現在、地方組織との間の権限関係について特段の定めはない。

・地方組織には多様な意見があると想定されることから、地方組織からの意見を募るとともに、慎重に議論、検討

を進める必要がある。

・地方組織との権限関係について関係者と合意し、この内容を新たな規程として2022年3月を目途に整備する予定

である。

【審査基準（2）について】

・現在、地方組織等の組織運営及び業務執行についての指導、助言、支援等の方針を定めていない。

・審査基準（1）の検討と合わせて、方針を定める予定である。

【審査基準（3）について】

・現在、地方組織等の組織運営及び業務執行についての指導、助言、支援等を実施していない。

・審査基準（2）の方針に基づいて実施することとする。

なし

43

［原則13］地方組織等に

対するガバナンスの確

保、コンプライアンスの

強化等に係る指導、助言

及び支援を行うべきであ

る。

（2）地方組織等の運営者に対する情

報提供や研修会の実施等による支援を

行うこと

【審査基準（1）について】

・現在、公式サイトにおいて種々の情報を提供している。

http://fencing-jpn.jp/

・研修会はこれまでに実施していない。

・今後、地方組織の実態、要望等を把握するともに、当協会内のリソースを勘案しながら研修会実施の可能性を検

討する予定である。

なし
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